令 和 4 年 度 N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 (復興 枠 ) 募集 要項 


1 趣旨 
東日本 大 震 災 津波 の 復興 支援 及び 被災 者 支援 (以下 「 復 興 ・ 被 災 者 支援 」 と いう 。) に 
お いて 、 行 政 で は 手 の 行き 届き に くい きめ 細か な 復興 ・ 被 災 者 支援 の 継続 的 な 実施 を 図る 
た め に 、NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 (復興 枠 ) (以下 「 補 助 金 」 と いう 。) に よ 
る 補助 事業 を 募集 し ます 。 

な お 、 補助 金 は せ 、NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 交付 要綱 (以下 「 要 綱 」 と い う 。) 
及び N PO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 事業 実施 要領 (以下 「 要 領 」 と いう 。) の 規定 
に より 実施 し ます 。 









































2 事業 内 容 
(1) 補助 対象 事業 
次 の ア か ら ウ まで の いずれ か に 該当 する 事業 が 対象 で す 。 
ア 岩手 県 に お ける 復興 ・ 被 災 者 支援 又は 岩手 県 か ら 他 の 都 道 府 県 へ の 避難 者 に 対す 
る 支援 
( ア ) 被災 者 等 の 見 守り や カウ ン セ リン グ 、 賑 炎 に より 日 常 生 活 に 支障 を 来たし て 
いる 被災 者 等 の 支障 を 軽減 する た め の サ ポー ト と いっ た 被災 者 の 心 の ケア 、 健 
康 ・ 生 活 支 援 に 向け た 取組 を 行う 事業 
( イ ) 災害 復興 住宅 等 で の 被災 者 間 や 被災 者 と 行政 ・ 支 援 者 ・ 地 元 住民 等 と の 連携 ・ 
交流 、 被 災 地 域 に お ける 自立 に 向け た 意見 交換 、 協 働 等 の 場 づ くり と いっ た コ 
ミュ ニテ ィ 形 成 等 の 復興 に 向け た 取組 (た だ し 、 将 来 の 災害 へ の 備え や 地域 振 
興 策 に 係る 取組 は 除く 。) を 行う 事業 
イ 原子 力 災 害 に 係る 岩手 県 に 対す る 風評 被害 対策 の 取組 を 行う 事業 
ウ 復興 ・ 被 災 者 支援 を 行う N PO 等 の 取組 を 、 ノ ウ ハ ウ ぐ 情報 の 提供 等 に より 支援 
する 取組 (中 間 支 援 の 取組 ) を 行う 事業 
(2) 補助 対象 事業 者 
次 の ア に 該当 する 団体 又は イ に 該当 する 協議 体 が 対象 で す 。 
ア 特定 非 営利 活動 法人 、 ボ ラン ティ ア 団 体 、 公 益 法人 、 社 会 福祉 法人 、 学 校 法人 、 
地縁 組織 (自治 会 、 町 内 会 等 ) 、 協 同 組 合 等 の 民間 非 営利 組織 (以下 「N PO 等 」 と 
いう 。) の うち 、 2 (1) ア か ら ウ まで の いずれ か ! < 合致 する 取組 又は これ に 準じ る も 
の を 行う も の 。 
イ ア の 条件 を 満た す N PO 等 及び 都 道 府 県 叉 は 市 区 町 村 (以下 「 地 方 自治 体 」 と い 
う 。) を 構成 員 に 含む 協議 体 
(3) 採択 予定 事業 数 
予算 の 範囲 内 で 採択 し ます 。 
な お 、 事 業 が 採択 され た 場合 で も 補助 金額 を 調整 する 場合 が あぁ あります 。 
(4) 補助 対象 期間 
補助 金 の 交付 決定 日 か ら 令 和 5 年 3 月 31 日 まで 
(5) 補助 金額 と 自己 負担 額 










































































































































































ア 補助 金額 
事業 費 の 9/10 以 内 と し 、 上 限 額 は 6, 750 千 円 と し ます 。 た だ し 、 本 事業 に よる 
科 助 を 受け た 実績 の ある 補助 事業 者 に つい て の 上 上限 額 は 5, 940 千 円 と し ます 。 
な お 、 算 出さ れ た 額 に 千 円 未満 の 端数 が 生じ た 場合 は 、 こ れ を 切り 捨て ます 。 
イ 自己 負担 額 
事業 費 の 1/10 以 上 に つい て は 、 補 助 事業 者 が 自己 負担 する こと と し 、 現 金 収入 、 
役務 ・ 物 資 等 を 金銭 換算 し た も の を 充当 する こと と し ます 。 ま た 、 補 助 事業 に よる 
収益 又は 補助 事業 と 明確 に は 区 分 で き な い 収益 は 、 そ の 全額 を 自己 負担 額 と し て 加 
と to 
ウ 事業 経費 の 目安 
1 事業 ご と の 経費 (自己 負担 額 を 含む お 。) は 、 概 ね 1, 000 千 円 か ら 7, 500 千 円 消費 
税額 等 を 含む 。) を 目安 と し ます 。 
【 参 考 : 経費 と 補助 金額 、 自 己 負 担 額 の 関係 】 
本 事業 に よる 補助 実績 が な い 場 合 (単位 : 千 円 ) 
経費 
補助 金 の 上 限 額 
自己 負担 の 下限 額 
本 事業 に よる 補助 実績 が ある 場合 (単位 : 千 円 ) 
経費 
補助 金 の 上 限 額 
自己 負担 の 下限 額 
(6) 補助 対象 経費 
事業 実施 に 直接 必要 と な る 以下 の 経費 と し ます 。 
給料 手当 、 了 臨時 職員 賃金 、 社 会 保険 料 等 (補助 事業 者 が 協 
議 体 で ある 場合 、 行 政 機関 の 職員 に 係る 人 件 費 を 除く 。) 
講師 、 外 部 協力 者 等 の 謝金 
職員 ・ 外 部 講師 等 の 交通 費 、 宿 泊 費 等 
消耗 品 、 材 料 、 書 籍 等 の 購入 費 (購入 単価 3 万 円 未満 の も 
の ) 
出 製 本 費 パン フレ ッ ト 、 チ ラ シ 、 各 種 資料 等 の 印 
通信 運搬 費 宅配 、 郵 送料 、 電 話 料 等 
使用 料 及び 会 議 室 等 の 使用 料 、 高 速 道路 使用 料 、 機 器 の リー ス 及 び レ 
会 場 借 料 ンタ ル 料 等 
募集 広告 費 新聞 、 雑 誌 等 へ の 掲載 料 等 
委託 費 専門 機関 へ の 調査 等 委託 に 要する 経費 
その 他 知 事 が 必 | 振込 手数 料 、 施 設 等 の 整備 費 、 設 備 備品 購入 費 (購入 単価 
要 と 認め る 経費 | 3 万 円 以上 の も の ) を 含む 。 
※ 事業 に 必要 な 施設 や 設備 備品 に つい て は 、 原則 、 賃 僅 や リー ス で 対応 する こと と 
する 。 やむを得ず 施設 等 の 整備 や 設備 備品 の 購入 を 行う 場合 は 、 事 業 の 趣 言 に 合 
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致す る と と も に 、 事 業 の 実施 に 真 に 必要 不可 欠 で あり 、 事 業 終 了 後 の 扱い が 明 ら 
NE 
(7) 補助 対象 外 経費 

行政 に よる 他 の 補助 金 等 に 採択 され て いる 事業 の 経費 

N PO 等 の 運営 に 必要 な 経常 的 経費 

補助 対象 期間 外 に 支出 し た 経費 

補助 対象 事業 を 実施 する た め に 直接 必要 と は 認め られ な い 経 費 

土地 又は 建物 を 取得 する た め の 経 費 、 OE \ め られ な い 経 費 

その 他 、 敷 金 等 の 後日 返 選 され る 経費 、 書 等 の 支払 い が 確 認 で きる 書類 が な 
い 経 費 、 本 事業 に 効果 が oi こ 大 量 購 入 し た 物品 
等 ) 

(8) 財産 の 管理 
補助 事業 に より 取得 し 、 又は 効用 の 増加 し た 財産 に つい て 、 事業 完了 後に お いて も 、 

善良 な 管理 者 の 注意 を も っ て 管理 する と と も に 、 こ の 補助 金 の 交付 の 目的 に 従っ て そ 

の 効率 的 な 運用 を 図る も の と し ます 。 

な お 、 補 助 事業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 価格 が 50 万 円 以上 の 機械 及び 器 
具 等 に つい て 、 減 価 償却 資産 の 耐用 年 数 に 関す る 省令 (昭和 40 年 大 蔵 省令 第 15 号 ) で 
定め て いる 耐用 年 数 を 経過 する まで 、 知 事 の 承認 を 受け な いで 、 こ の 支援 事業 の 目的 

に 反し て 使用 し 、 譲 渡し 、 交 換 し 、 貸 し 付け 、 又 は 担保 に 供し て は な ら な いも の と し 
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また 、 補 助 事業 完了 後 か ら 遼 用 年 数 を 満了 する まで の 間 、 知 事 の 求め に 応じ て 、 使 
用 状況 を 報告 する こと と し ます 。 
(9) 研修 の 受講 
当該 補助 事業 に 採択 され た 取組 の 実施 主体 に あっ て は 、 県 が 指定 する マネ ジメント 
等 の 研修 に 参加 する こと 。 
(10) アン ケー ト 実 施 へ の 協力 
当該 補助 事業 に 採択 され た 取組 の 実施 主体 に あっ て は 、 県 が 実施 する 事業 の 評価 に 
係る アン ケー ト の 実施 に つい て 協力 する こと 。 
































3 応募 方 法 
(1) 募集 期間 
令 和 4 年 4 月 11 日 (月 )^ 令 和 4 年 5 月 11 日 ( 水 ) 午後 5 時 必着 
(2) 応募 方 法 
7 の | 応募 先 及 び 問 合せ 先 」 に 郵送 又は 持参 し て くだ さい 。 持参 の 場合 は 午前 9 時 
HE こ 持参 の こと 。 郵送 の 場合 は 、 提 | 
期限 まで に 必着 の こと 。 な お 、 応 募 に 係る 経費 は 、 す べ て 応募 者 の 負担 と な り ま す 。 
(3) 1 
次 の 書類 (正本 1 部 、 副 本 6 部 の 計 7 部 ) を 提出 し て くだ さい 。 提 | 
ッ プ 止め と し て くだ さい 。 
な お 、 提 出さ れ た 書類 は 返却 し ませ ん の で 、 御 了承 くだ さい 。 
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過 


ア 令 和 4 年 度 NPO 等 に よる 復興 支援 事業 費 補助 金 (復興 枠 ) 申込 書 
(要項 様式 第 1 号 、 要 項 様 式 第 1 号 別 紙 1 、 別 紙 2 (ロジ ッ ク モ デル )) 
イ 収支 予算 書 (要項 様式 第 2 号 ) 令 和 4 年 度 、 令 和 5 年 度 
ウ 提供 役務 ・ 物 資 換算 書 (要領 様式 第 2 号 ) 
※ 要領 第 10 項 に よる 提供 役務 ・ 物 資 の 金銭 換算 を 行っ て 自己 負担 に 充当 する 
場合 の み 添 付 。 
エ 応募 事業 者 の 活動 内 容 及び 応募 事業 を 理解 する た め に 参考 と な る 資料 
※ 添付 任意 。 1 事業 あたり A4 版 ・ 片 面 10 枚 以内 。 
オ 協議 体 が 応募 する 場合 、 協 議 体 の 条件 を 満た すこ と が 分 か る 規約 その 他 の 規程 
カ 応募 者 又は 協議 体 の 構成 員 と な る NPO 等 に 関す る 資料 (それ ぞ れ の 団体 ご と に 
添付 し て くだ さい 。) 
( ア ) 定款 又は これ に 代わ る も の の 写し 
( イ ) 直近 1 年間 の 事業 (活動 ) 報告 書 (任意 団体 に つい て は 、 こ れ に 代わ る も の ) 
の 写し 
( ウ ) 直近 1 年 間 の 収支 (活動 ) 計算 
いて は 、 こ れ に 代わ る も の ) の 写 
( エ ) 役員 ・ 職 員 名 答 (要項 様式 第 3 
( オ ) 団体 の 目的 等 に つい て の 確認 書 
※ 任意 団体 の み 添 付 。 
キ 単独 の NPO 等 が 応募 する 場合 、 行 政 か ら の 同意 書 (要領 様式 第 1 号 ) 





























































































































、 貸 借 対 照 表 又は 財産 目録 (任意 団体 に つ 


















































4 事業 の 選定 
(1) 審査 ・ 選 定 方 法 
ア 岩手 県 NPO 等 復興 文 援 事業 審査 委員 会 (以下 「 審 査 要 員 会 」 と いう 。) に お いて 、 
応募 書類 及び 公開 に よる プレ ゼン テー ショ ン を 基 に 審査 を 行い 、 補 助 事 業 を 選定 し 
ます 。 公開 プレ ゼン テー ショ ン は 5 月 下旬 か ら 6 月 上 旬 の 間 で の 開催 を 予定 し て い 
ます が 、 詳 細 は 後日 通知 し ます 。 
イ 前 年 度 に 本 事業 で 取組 が 採択 され た 団体 の 場合 は 、 原 則 と し て 、 前 年 度 の 取組 か 
ら 発展 し た 取組 若しくは 新規 の 取組 を 採択 する こと と し ます 。 
ウ 公開 プレ ゼン テー ショ ン は 、 い わ ゆ る 「3 密 」 の 防止 対策 を 講じ た 上 で 実施 しま 
す が 、 今 後 の 新型 コロ ナウ ィ ル ス の 感染 拡大 の 状況 及び 応募 数 等 に よっ て は 、 審 査 
の 方 法 を 一 部 変更 する こと が あり ます 。 
エ 事業 内 容 等 に つい て 、 個 別に ヒア リン グ を 行う こと が あり ます 。 
(2) 審査 基準 
審査 は 、 次 の 項目 の 審査 基準 に より 実施 し ます 。 
ア 計画 全般 に つい て 
・ 復 興 支援 事業 の 趣旨 に 合致 する か 。 
・ 目 的 、 計 画 が 妥当 で ある か 。 
・ 見 積 り が 妥当 で ある か 。 
イ 内 容 ・ 成 果 に つい て 




























































































(3) 


オ その 他 (事業 実施 に 当たり 、 審 査 委 員 会 に 


・ 事 業 に 新規 性 ・ 先 進 性 は ある か 。 


・ 取 組 実施 地域 に お いて 、 優 先 度 の 高い 事業 で ある か 。 








用 i 
・ 事 業 に 、 継 続 性 が ある か 。 
・ 事 業 は ある か 。 

連携 


・NPO 等 と 地方 自治 体 と の 連携 ( 協 働 ) が ある か 。 





・ 多 様 な 参加 者 が 関与 する 仕組 み と な っ て いる か 。 


持続 可能 性 
・ 自 立 的 な 事業 計画 で ある か 。 





・ 将来 的 に も 自立 的 な 活動 を 継続 する た め の 事業 計 画 と な っ て いる か 。 






































お いて 、 和 審査 を 必要 と する 事項 ) 









































































































































スケ ジュ ー ル 
(現時 点 で の 予定 で あり 、 変 更 す る 可能 性 が あり ます 。) 
項 目 日 程 
募集 要項 等 の 公表 令 和 4 年 4 月 11 日 (月 ) 
募集 要項 等 に 関す る 質問 締切 令 和 4 年 4 月 22 日 ( 金 ) 
応募 書類 締切 令 和 4 年 5 月 11 日 ( 水 ) 
審査 委員 会 (公開 プレ ゼン テー ショ ン ) | 令 和 4 年 5 月 下旬 て 6 月 上 旬 の 間 
公表 令 和 4 年 6 月 上 旬 
内 に 向け た 事業 内 容 の 確認 ・ 調 整 令 和 4 年 6 月 上 旬 ~ 
に お の 令 和 4 年 6 月 中 旬 ~ 
交付 申請 書 提出 (団体 一 県 ) 令 和 4 年 6 月 下旬 て 
交付 決定 (県 一 団体 ) 令 和 4 年 7 月 1 日 ( 金 ) (予定 ) 
5 県 等 に よる 情報 公開 
事業 の 「 公 正 性 」、「 透 明 性 」 を 高め る た め 、 応 募 の 状況 と 審査 結果 は 、 岩 手 県 の ホ 


(1 ) 


(2 ) 
(3) 


(4) 


ー ム ペー ジ で 公開 し ます 。 

















提出 いた だ いた 書類 は 、 個 人 情報 を 除い て 、 原 則 、 











採択 され た 事業 に つい て は 、/ 広 く 情 報 発 信 を お 願い し ま 
ジ に お いて 、 事 業 の 案内 、 実 施 内 容 、 事 業 成果 等 を 掲載 
県 の ホー ムペ ー ジ に も 情報 を 掲載 し ます の で 、 
て くだ さい 。 

事業 終了 後に は 、 事業 報告 書 や 事業 評価 を 含む 事業 報告 会 の 資料 を 県 


























また 、 
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情報 公開 の 対象 と し ます 。 











す 。 事 業者 等 の ホー ムペ ー 
CK 視 き Wu 
情報 や 資料 を 随時 県 に 








提供 し 











の ホー ムペ 


























ジ で 公開 し ます 。 


6 その 他 


(1 ) 


人 UK だ さい 。 





応募 及び 事業 の 実施 に 当たっ て は 、 本 要項 の ほか 、 
違反 し た 場合 は 、 こ の 補助 金 
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全部 又は 一 部 の 返 選 を 命ずる こと が 








各種 関係 法令 を 遵 


あり ます 。 
事業 の 実施 に 当たっ て は 、 取 組 実 施 地域 で の 物資 の 地元 調達 ある い は 地元 雇用 に 自 





(2) 


慮 し て 下さ い 。 
今回 の 応募 に 当たり 、 応募 予定 の 団体 又は 協議 体 が 、 MN 


よう と する 場合 又は 地方 自治 体 と の 協議 体 の 形成 を し よう と する 場合 は 、 関係 者 に 
いて 十分 な 協議 又は 検討 が で きる よ 2 う 余裕 を も っ て 申し 入れ 又は 申請 を する よ \。 
意 し て くだ さい 。 

また 、 県 と の 協議 体形 成 及 び 県 か ら の 同意 に つい て は 、 事 業 内 容 や 事業 実施 場所 に 
関係 する 部 局 又 は 広域 振興 局 と 協議 を 行っ て くだ さい 。 
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7 応募 先 及 び 問 合せ 先 
岩手 県 環境 生活 部 若者 女性 協 働 推進 室 連携 協 働 担当 
〒020-8570 盛岡 市 内 丸 10 番 1 号 県 庁 11 階 
TEL : 019-629-5198 FAX : 019-629-5354 

E-mail : ac0006@⑳pref. iwate. jp 
【 質 問 へ の 回 答 】 

本 件 に 関す る 質問 は 、 来 庁 、 電 話 、 メ ー ル 又は FAX (様式 任意 ) に より 令 和 4 年 4 
月 22 日 ( 金 ) まで に 提出 し て くだ さい 。 来 庁 され る 場合 は 、 必ず 事前 に 電話 連絡 の うえ 、 


日 時 を 調整 し て くだ さい 。 


な お 、 受 け 付 けた 質問 に つい て は 、 質 問 者 に 対し て 回 答 す る と と も に 、 令 和 4 年 4 月 
26 日 ( 火 ) まで に 順次 、 岩手 県 公式 ホ ムペ ジ の 若者 女性 協 働 推進 室 の ペー ジ に 掲載 


し ます 。 

































































